
本計画では次の3333つのつのつのつの柱柱柱柱を掲げ、原子力防災の実効性の向上のために必要な施策を推進します。

計画の柱計画の柱計画の柱計画の柱

札幌市地域防災計画（原子力災害対策編）は、泊発電所から放射性物質又は放射線が異常な水
準で事業所外へ放出されることにより生ずる原子力災害の防災対策に関し、札幌市、北海道及
び防災関係機関が必要な体制を確立するとともに、とるべき措置を定め、総合的かつ計画的な
原子力防災事務又は業務の遂行により市民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護するこ
とを目的としています。

※根拠法：災害対策基本法・原子力災害対策特別措置法

目目目目 的的的的

●札幌市は泊発電所から約40～80㎞に位置
しています。

●札幌市は石狩平野の南西部に位置し、泊発
電所が所在する後志地方との境となる西側の
山地には、市街地に近いところで標高３００
～５００ｍ、さらに西側には１，０００ｍ級
の稜線が連なっています。

●札幌市は平成2４年10月１日現在、人口約
192万人（北海道の人口の約1/３）を擁す
る全国５番目の大都市です。

図 札幌市と泊発電所の位置関係

札幌市の地域特性札幌市の地域特性札幌市の地域特性札幌市の地域特性

原子力災害は、放射線による被ばくの程度を直ちに把握することができないため、地震災害な
どと異なり、市民が自らの状況を正確に把握し、的確に判断・行動することは、極めて困難で
す。そこで、原子力災害発生時に、市民が適切に行動するためには、放射線に関する知識等が
必要となります。

本計画は、このような原子力災害の特殊性にかんがみ、市民に対する的確な情報伝達体制をあ
らかじめ確立するとともに、原子力防災に関する知識の普及啓発、防災業務関係者に対する教
育訓練、緊急時において迅速かつ的確な応急対策活動が実施できるよう防災関係機関相互の協
力体制の確立など所要の措置を定めることとします。

【問い合わせ先】
札幌市危機管理対策室危機管理対策部原子力災害対策担当 ℡011-211-3062
URL：http://www.city.sapporo.jp/index.html

方方方方 針針針針

市民の安全の確保市民の安全の確保市民の安全の確保市民の安全の確保
（被ばくの低減、最小化）

市民の市民の市民の市民の安心の安心の安心の安心の確保確保確保確保
（的確な情報提供による社会的混乱
や風評被害の低減、最小化）

道及び他市町村との連携・道及び他市町村との連携・道及び他市町村との連携・道及び他市町村との連携・協力協力協力協力
（避難者の受け入れ支援等）

市民・企業の役割市民・企業の役割市民・企業の役割市民・企業の役割

●原子力災害が発生した場合において、市内各地域での屋内退避等、被ばくの低減・最小
化のための具体的な防護措置を円滑に実施するにあたっては、市及び防災関係機関・団体
による対応だけでは十分な対策が講じられるとは限りません。このため、市民や企業には、
国や事業者、道、市などが発信する各種情報を正確に受け止め、それに基づき冷静かつ適
切に行動することが求められるとともに、他の災害と同様、地域における自主防災組織、
町内会、その他の団体の協力が欠かせないものとなります。

●また、放射線による被ばくや汚染の程度を直ちに把握することができないことから、直
接的な被害が生じていないにもかかわらず、社会的な混乱や風評等といった間接的な被害
が生じることも想定されます。

●防護措置時における適切な行動や風評被害の低減・最小化の観点から、市民や企業に
あっては、平素から、原子力災害や放射性物質または放射線の特性に関すること、放射線
による人体への影響及び放射線防護に関すること、災害時要援護者への支援に関すること、
緊急時にとるべき行動に関することなど、原子力防災に関する正しい知識の習得に努める
ことが求められます。

災害復旧・復興災害復旧・復興災害復旧・復興災害復旧・復興

●環境汚染への対処
放射性物質による環境汚染への対処について、学校や公園など、子どもの生活環境を優

先し、必要な措置を講じます。

●環境放射線モニタリングの実施と結果の公表
環境放射線モニタリングを実施するとともに、実施結果を速やかに市民に公表します。

●心身の健康管理
不安軽減のための適切な情報を提供するとともに、心身の健康に関する相談に応じます。

●風評被害等の影響の軽減
市内産農林畜水産物等の放射能汚染への不安が広まることにより、消費者の買い控えや

価格低下による売り上げ減少を防ぐため、放射性物質検査を実施し、その結果を報道機関
やホームページなどの多様なメディアを活用して情報発信します。

●損害賠償の請求等に必要な資料の作成
農林畜水産業、商工業等の受けた被害について、必要に応じて調査するとともに、屋内

退避及び計画的避難の対象となった市民に対し、災害時に当該地域に所在した旨の証明事
務を行います。
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災害応急対策災害応急対策災害応急対策災害応急対策被被被被 害害害害 想想想想 定定定定

災災災災 害害害害 予予予予 防防防防

●福島第一原発から約５０～９０㎞に位置
する福島市では、同原発事故により、空間
放射線量率の上昇が観測されるとともに、
教育施設での屋外活動制限等が実施される
など、多大な影響を受けました。

●さらに、福島市内の農水産物は、事故後
に出荷制限等の指示が出され、事故から１
年半近くを経過した時点（H24.8.24現
在）でも、米、果実の一部、きのこ類等の
品目については、引き続き規制対象となっ
ています。

●また、放射性物質の拡散は、同心円状で
はなく、気象条件に大きく依存するため、
福島第一原発から約30～50㎞に位置する
飯舘村では、事故後、計画的避難区域に指
定され、全村民が村外への避難を余儀なく
されました。 （右図参照） 図 福島第一原発事故後の航空機モニタリン

グによる空間放射線量率の分布

●情報の収集・連絡体制の整備
原子力災害に対し万全を期すため、国、道及びその他防災関係機関との間において、確

実な情報の収集・連絡体制の構築を図ります。

●災害応急体制の整備
原子力災害時の応急対策活動を効果的に行うため、警戒配備、災害対策本部、環境放射

線モニタリングに関する体制などを整備します。

●屋内退避等に係る体制の整備
原子力災害時における屋内退避や計画的避難の判断基準や、実施にあたっての体制を整

備します。また、高齢者や障がい者などの災害時要援護者に対しては、関係機関との協力
により必要な体制を整備します。

●市民への的確な情報伝達体制の整備
防災行政無線、携帯電話への災害情報の配信、報道機関の活用など、様々な手段により、

的確な情報伝達体制を整備します。

●避難者の受け入れ・支援
泊発電所周辺自治体からの避難者の受け入れ及び支援の体制に関する計画を作成します。

●市民に対する知識の普及と啓発
市民に対し、原子力災害や放射性物質の特性などに関する知識の普及と啓発を図ります。

●警戒配備
特定事象（原災法第１０条第１項前段の規定により通報を行うべき事象）等が発生した場合、

速やかに警戒配備を行います。

●災害対策本部
内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合、市長を本部長とする災害対策本部を設

置します。

●災害応急対策業務の体系

※注：屋内退避等
・屋内退避

原子力災害発生時に、放射線被ばく及び放射性物質の吸入を低減するため家屋内に退避する
こと。なお、福島第一原発の事故対応時においては、屋内退避は「外出禁止」ではなく、屋外
に出ることは極力避けることが望ましく、外出する場合は、可能な限り短時間にするとともに、
徒歩よりは車で移動すること、マスクをすること、肌を露出しないよう長袖・帽子を着用する
ことなどの注意事項が示されました。
・計画的避難

緊急避難とは異なり、混乱が生じないよう国などの関係機関が該当自治体と綿密に打ち合わ
せし、一定期間（福島第一原発の事故対応時においては１か月）中に計画的に避難を実施する
こと。
・安定ヨウ素剤

放射能を持たないヨウ素を含むヨウ化カリウムなどを丸薬または内服薬として製剤化したも
の。原子力災害など大気中に放出された放射性ヨウ素が甲状腺に蓄積されにくくするために、
予防的に服用します。

なお、具体的な取り扱いについては、現在、国（原子力規制委員会）において検討中です。

体制体制体制体制 業務開始項目業務開始項目業務開始項目業務開始項目

警
戒
警
戒
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戒
警
戒
配
備
配
備
配
備
配
備

情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保

警戒配備

緊急時モニタリングの実施

市民への的確な情報伝達活動

災
害
対
策

災
害
対
策

災
害
対
策

災
害
対
策
本
部
本
部
本
部
本
部

災害対策本部設置

活動体制の確立

屋内退避等（※注）の防護措置の実施

社会的混乱の防止

飲料水・飲食物の摂取制限等の実施

交通の確保

災害時広聴活動

泊発電所周辺自治体からの避難者の受け入れ・支援

●これらの状況や札幌市の地域特性を踏まえ、本市計画の被害想定は、福島市の汚染規模を
基本としつつ、最大被害規模として、泊発電所から約５０㎞以内の市域が計画的避難区域に
指定される程度の汚染規模とします。
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